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（１）目的

「県民サービスの確保」と「財政健全化の推進」の両立を図るため、財政収支の試算を行いました。

（２）試算の前提条件

【【【【歳入歳入歳入歳入】】】】

■ 雇用対策・地域資源活用推進費の創設、決算剰余金、平成2３年度地方交付税等を反映。

■ 地方交付税の事業費補正や公債費は積み上げ、その他の需要額について平成2４年度以降は特別枠相当分を減額、人口急減補正について平成２４年度から平成２７年度で逓減し、

平成２８年度以降はなし。

【【【【歳出歳出歳出歳出】】】】

□ 人件費は平成2７年度に知事部局3,３00人として以降は固定。

□ 扶助費は年3.３７％増（過去の伸び率や人口動向による推計）、社会保障関係費は年3.５％増（厚生労働省推計値）、公債費は積み上げ。

□ 普通建設事業費は通常分のうち国の公共事業等について平成２４年度は１０％減（相当額を南海地震対策として県単独事業で増）、Ｈ２５以降はＨ２４年度と同程度。その他の大規模

事業、南海地震対策加速化分は当面（平成2４～2６年度）個別に積上げ、平成27年度以降は大規模事業等も含めて７００億円程度と想定。

□ その他、国の経済対策により積み立てられた基金事業終了後の対応分を反映。

１．財政収支の試算の概要

（３）試算の結果

＜平成29年度までの財政運営＞

▼ 昨年の９月推計後、経済対策に係る交付税の追加配分や国の補正予算を最大限活用したことなどにより、財政調整的な基金の残高の増加が図られ、現時点での試算では次の①、②の

対策の実施を見込んでも安定的な財政運営の見通しを立てることができました。

①国の経済対策により積み立てられた基金事業終了後も必要な事業を継続

②国の公共事業が削減される中でも、南海地震対策の加速化・強化を県単独で着実に実施

▼ 今後の財政運営においては、社会保障費の自然増や全国的に進められている公社改革に関する経費などによる歳出増が見込まれる一方、これまで実施してきた行政改革や近年における

地方交付税の充実が財政事情の改善に寄与しています。

▽ 一方、国における「財政運営戦略」に基づく財政健全化に向けた取り組み「社会保障と税の一体改革」等における税制改革の論議、あるいは国庫補助事業の一括交付金化等の動向に大

きく左右されることになるため、今回の推計の前提条件は大きく変動する要素を持っています。

◎ こうした点を踏まえ、今後の具体的な財政運営については毎年の当初予算編成の中で決定していくこととなります。

（４）平成２４年度当初予算編成の考え方

○ 平成2４年度当初予算編成に向けては、上記の試算結果を踏まえ、併せてメリハリづけなどに留意をしつつ、適宜必要な見直しを行い、「県民サービスの確保」と「財政健全化の推進」

の両立を図る対応策を検討してまいります。
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今後の財政収支の試算 前回推計との比較
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億円

注1）行政改革推進債、退職手当債の発行額は財源不足額から除いている。
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（１）歳 入

ア 一般財源

雇用対策雇用対策雇用対策雇用対策・・・・地域資源活用推進費地域資源活用推進費地域資源活用推進費地域資源活用推進費のののの創設創設創設創設をををを反映反映反映反映するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、交付税算入交付税算入交付税算入交付税算入されるされるされるされる事事事事

業費補正業費補正業費補正業費補正やややや公債費公債費公債費公債費をををを推計推計推計推計しししし、、、、これこれこれこれ以外以外以外以外のののの基準財政需要基準財政需要基準財政需要基準財政需要ははははＨＨＨＨ２４２４２４２４以降特別枠相当分以降特別枠相当分以降特別枠相当分以降特別枠相当分をををを

減額減額減額減額、、、、人口急減補正人口急減補正人口急減補正人口急減補正についてもについてもについてもについても逓減逓減逓減逓減をををを見込見込見込見込むむむむ。。。。

（ア）県税及び地方消費税清算金、地方譲与税

○○○○県税及県税及県税及県税及びびびび地方消費税清算金地方消費税清算金地方消費税清算金地方消費税清算金

ＨＨＨＨ２４２４２４２４以降以降以降以降：：：：内閣府推計値内閣府推計値内閣府推計値内閣府推計値

○○○○地方譲与税地方譲与税地方譲与税地方譲与税（（（（地方法人特別譲与税含地方法人特別譲与税含地方法人特別譲与税含地方法人特別譲与税含むむむむ））））

ＨＨＨＨ２４２４２４２４以降以降以降以降：：：：内閣府推計値内閣府推計値内閣府推計値内閣府推計値

（イ）地方交付税及び臨時財政対策債

○普通交付税・臨時財政対策債

・地方再生対策費はＨＨＨＨ２３２３２３２３とととと同額同額同額同額（（（（約約約約３０３０３０３０億円億円億円億円））））

・事業費補正・公債費は積上げ

ＨＨＨＨ23.9推計推計推計推計

試算の前提条件

（１）歳 入

ア 一般財源

雇用対策雇用対策雇用対策雇用対策・・・・地域資源活用臨時特例費地域資源活用臨時特例費地域資源活用臨時特例費地域資源活用臨時特例費のののの創設創設創設創設をををを反映反映反映反映するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、交付税算入交付税算入交付税算入交付税算入されされされされ

るるるる事業費補正事業費補正事業費補正事業費補正やややや公債費公債費公債費公債費をををを推計推計推計推計しししし、、、、これこれこれこれ以外以外以外以外のののの基準財政需要基準財政需要基準財政需要基準財政需要ははははＨＨＨＨ２３２３２３２３以降特別枠以降特別枠以降特別枠以降特別枠のののの活活活活

性化推進特例費性化推進特例費性化推進特例費性化推進特例費をををを減額減額減額減額

（ア）県税及び地方消費税清算金、地方譲与税

○○○○県税及県税及県税及県税及びびびび地方消費税清算金地方消費税清算金地方消費税清算金地方消費税清算金

ＨＨＨＨ２３２３２３２３：：：：１１１１．．．．３３３３％％％％（（（（総務省総務省総務省総務省8888月仮試算月仮試算月仮試算月仮試算【【【【概算要求時概算要求時概算要求時概算要求時】】】】））））

ＨＨＨＨ２４２４２４２４以降以降以降以降：：：：内閣府推計値内閣府推計値内閣府推計値内閣府推計値

○○○○地方譲与税地方譲与税地方譲与税地方譲与税（（（（地方法人特別譲与税含地方法人特別譲与税含地方法人特別譲与税含地方法人特別譲与税含むむむむ））））

ＨＨＨＨ２３２３２３２３：：：：００００．．．．１１１１％％％％（（（（総務省総務省総務省総務省8888月仮試算月仮試算月仮試算月仮試算【【【【概算要求時概算要求時概算要求時概算要求時】】】】））））

（イ）地方交付税及び臨時財政対策債

○普通交付税・臨時財政対策債

・地方再生対策費ははははH20H20H20H20とととと同額同額同額同額（（（（約約約約４１４１４１４１億円億円億円億円））））

ＨＨＨＨ22.9推計推計推計推計

・事業費補正・公債費は積上げ

・・・・雇用対策雇用対策雇用対策雇用対策・・・・地域資源活用推進費地域資源活用推進費地域資源活用推進費地域資源活用推進費 ＨＨＨＨ２３２３２３２３～～～～２５２５２５２５：：：：約約約約３９３９３９３９億円億円億円億円、、、、

ＨＨＨＨ２６２６２６２６以降以降以降以降：：：：無無無無しししし

・・・・人口急減補正人口急減補正人口急減補正人口急減補正 ＨＨＨＨ２３２３２３２３：：：：７７７７．．．．３３３３億円億円億円億円、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ２４２４２４２４～Ｈ～Ｈ～Ｈ～Ｈ２７２７２７２７逓減逓減逓減逓減、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ２８２８２８２８以降以降以降以降なしなしなしなし

・上記以外の需要額、ＨＨＨＨ２４２４２４２４::::△△△△３５３５３５３５．．．．９９９９億円億円億円億円、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ２５２５２５２５以降以降以降以降ははははＨＨＨＨ２４２４２４２４とととと同額同額同額同額をををを

ベースにベースにベースにベースに特別交付税特別交付税特別交付税特別交付税からのからのからのからの移行移行移行移行をををを反映反映反映反映（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ２６２６２６２６、、、、２７２７２７２７：：：：３３３３億円億円億円億円））））

○特別交付税 ＨＨＨＨ２６２６２６２６まで△△△△２２２２．．．．２２２２％％％％（過去５年平均の増減率）

・・・・普通交付税普通交付税普通交付税普通交付税へのへのへのへの移行移行移行移行（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ２６２６２６２６、、、、２７２７２７２７：：：：△△△△３３３３億円億円億円億円））））

（ウ）決算剰余金・補正予算の反映

決算剰余金２６億円、補正予算△１３億円

（エ）その他 ＨＨＨＨ２３２３２３２３当初予算ベース

イ 特定財源

（ア）歳出の財源構成と連動

（イ）基金繰入金

○減債基金 償還ルール分及び満期一括償還への積立分繰入

○その他基金 南海地震対策基金からの繰入
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・事業費補正・公債費は積上げ

・雇用対策雇用対策雇用対策雇用対策・・・・地域資源活用臨時特例費地域資源活用臨時特例費地域資源活用臨時特例費地域資源活用臨時特例費 ＨＨＨＨ２２２２２２２２：：：：約約約約４０４０４０４０億円億円億円億円、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ

２３２３２３２３以降以降以降以降：：：：無無無無しししし

・上記以外の需要額、ＨＨＨＨ２３２３２３２３：：：：△△△△２８２８２８２８．．．．７７７７億円億円億円億円、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ２４２４２４２４以降以降以降以降ははははＨＨＨＨ２３２３２３２３とととと同額同額同額同額

○特別交付税 ＨＨＨＨ２５２５２５２５まで△△△△５５５５．．．．５５５５％％％％（過去５年平均の増減率）

（ウ）決算剰余金・補正予算の反映

決算剰余金２６億円、補正予算△13億円

（エ）その他 ＨＨＨＨ２２２２２２２２当初予算ベース

イ 特定財源

（ア）歳出の財源構成と連動

（イ）基金繰入金

○減債基金 償還ルール分及び満期一括償還への積立分繰入

○その他基金 南海地震対策基金からの繰入



（２）歳 出

ア 経常的経費

○人件費 知事部局H27に3,300人体制とし、以降固定

○扶助費 ３３３３．．．．３７３７３７３７％％％％ （過去の伸率や人口動向に基づく推計）

○公債費

既存借入分：積上げ

新規発行分：下記条件で推計

・資金区分 政府資金は公共、災害、住宅

・償還年限

政府資金２０年（うち据置３年）

縁故資金１０年（うち据置３年）、満期一括（５年）、満期

一括（１０年）

・金 利 ２０年：２.５％、１０年：２.５％、５年：２.０％

ＨＨＨＨ23.9推計推計推計推計
（２）歳 出

ア 経常的経費

○人件費 知事部局H27に3,300人体制とし、以降固定

○扶助費 ３３３３．．．．１８１８１８１８％％％％ （過去の伸率や人口動向に基づく推計）

○公債費

既存借入分：積上げ

新規発行分：下記条件で推計

・資金区分 政府資金は公共、災害、住宅

・償還年限

政府資金２０年（うち据置３年）

縁故資金１０年（うち据置３年）、満期一括（５年）、満期

一括（１０年）

・金 利 ２０年：２.５％、１０年：２.５％、５年：２.０％

ＨＨＨＨ22.9推計推計推計推計

・満期一括の積立金を計上 ３年据置、毎年６％を１７年間積立

○その他経費

・積上経費 個別積上（うち社会保障関係費は３３３３．．．．５５５５％％％％）

（（（（参考参考参考参考：：：：厚生労働省推計値厚生労働省推計値厚生労働省推計値厚生労働省推計値：：：：３３３３．．．．５５５５％％％％））））

・・・・基金事業振替分基金事業振替分基金事業振替分基金事業振替分 個別個別個別個別にににに積積積積みみみみ上上上上げげげげ

・上記を除く通常分 ＨＨＨＨ２３２３２３２３と同額（シーリング０）

イ 投資的経費

（ア）普通建設事業費

・・・・ＨＨＨＨ２４２４２４２４はははは通常分通常分通常分通常分のうちのうちのうちのうち国国国国のののの公共事業等公共事業等公共事業等公共事業等についてについてについてについて△△△△１０１０１０１０％、％、％、％、

そのそのそのその他他他他ははははＨＨＨＨ２３２３２３２３とととと同程度同程度同程度同程度、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ２５２５２５２５以降以降以降以降ははははＨＨＨＨ２４２４２４２４とととと同程度同程度同程度同程度

・・・・大規模事業大規模事業大規模事業大規模事業、、、、南海地震対策加速化分南海地震対策加速化分南海地震対策加速化分南海地震対策加速化分はははは個別個別個別個別にににに積上積上積上積上げげげげ

・・・・ＨＨＨＨ２７２７２７２７以降以降以降以降はははは大規模事業大規模事業大規模事業大規模事業等等等等もももも含含含含めてめてめてめて７００７００７００７００億円程度億円程度億円程度億円程度をををを想定想定想定想定

（イ）災害復旧事業費 伸び率 ０．０％

6

・満期一括の積立金を計上 ３年据置、毎年６％を１７年間積立

○その他経費

・積上経費 個別積上（うち社会保障関係費は３３３３．．．．２２２２％％％％）

（（（（参考参考参考参考：：：：厚生労働省推計値厚生労働省推計値厚生労働省推計値厚生労働省推計値：：：：３３３３．．．．２２２２％％％％））））

・上記を除く通常分 ＨＨＨＨ２２２２２２２２と同額（シーリング０）

イ 投資的経費

（ア）普通建設事業費

・・・・ＨＨＨＨ２３２３２３２３～Ｈ～Ｈ～Ｈ～Ｈ２６２６２６２６はははは、、、、通常分通常分通常分通常分ははははＨＨＨＨ２２２２２２２２とととと同程度同程度同程度同程度、、、、大規模事業大規模事業大規模事業大規模事業はははは個別個別個別個別

にににに積上積上積上積上げげげげ

・・・・ＨＨＨＨ２７２７２７２７以降以降以降以降はははは大規模事業大規模事業大規模事業大規模事業もももも含含含含めてめてめてめて７００７００７００７００億円程度億円程度億円程度億円程度をををを想定想定想定想定

（イ）災害復旧事業費 伸び率 ０．０％



基金事業振替・南海地震対策加速化（補足資料）

●ソフト事業について各部局からの要望をベースに、一定の精査を見込んで●ソフト事業について各部局からの要望をベースに、一定の精査を見込んで●ソフト事業について各部局からの要望をベースに、一定の精査を見込んで●ソフト事業について各部局からの要望をベースに、一定の精査を見込んでＨ２４年度はＨ２４年度はＨ２４年度はＨ２４年度は

３０億円と設定。３０億円と設定。３０億円と設定。３０億円と設定。

●その後●その後●その後●その後Ｈ２５年度以降Ｈ２５年度以降Ｈ２５年度以降Ｈ２５年度以降は事業の終了や、国庫補助等の制度化、既存事業との統合整理なは事業の終了や、国庫補助等の制度化、既存事業との統合整理なは事業の終了や、国庫補助等の制度化、既存事業との統合整理なは事業の終了や、国庫補助等の制度化、既存事業との統合整理な

どによりどによりどによりどにより逓減し、最終的に５億円を見込む。逓減し、最終的に５億円を見込む。逓減し、最終的に５億円を見込む。逓減し、最終的に５億円を見込む。

①①①① 基金事業振替基金事業振替基金事業振替基金事業振替

②②②② 南海地震対策加速化南海地震対策加速化南海地震対策加速化南海地震対策加速化

●国の公共事業の１０％カット相当分（３３億円●国の公共事業の１０％カット相当分（３３億円●国の公共事業の１０％カット相当分（３３億円●国の公共事業の１０％カット相当分（３３億円/年）について、南海地震対策として県単独事業への振替を見込む。年）について、南海地震対策として県単独事業への振替を見込む。年）について、南海地震対策として県単独事業への振替を見込む。年）について、南海地震対策として県単独事業への振替を見込む。

～中期推計における前提条件等～～中期推計における前提条件等～～中期推計における前提条件等～～中期推計における前提条件等～

推計の前提条件

推計の前提条件

（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）
ＨＨＨＨ24 ＨＨＨＨ25 ＨＨＨＨ26 ＨＨＨＨ27 ＨＨＨＨ28 ＨＨＨＨ29

基金事業振替基金事業振替基金事業振替基金事業振替 3,000 2,500 2,000 1,500 1,000 500

注）最終的な事業費については、各注）最終的な事業費については、各注）最終的な事業費については、各注）最終的な事業費については、各

年度の当初予算編成の中で精査年度の当初予算編成の中で精査年度の当初予算編成の中で精査年度の当初予算編成の中で精査

●国の公共事業の１０％カット相当分（３３億円●国の公共事業の１０％カット相当分（３３億円●国の公共事業の１０％カット相当分（３３億円●国の公共事業の１０％カット相当分（３３億円/年）について、南海地震対策として県単独事業への振替を見込む。年）について、南海地震対策として県単独事業への振替を見込む。年）について、南海地震対策として県単独事業への振替を見込む。年）について、南海地震対策として県単独事業への振替を見込む。

●建築物の耐震化については大規模事業で計上済の既存分（県有建築物耐震化計画分）に加え、●建築物の耐震化については大規模事業で計上済の既存分（県有建築物耐震化計画分）に加え、●建築物の耐震化については大規模事業で計上済の既存分（県有建築物耐震化計画分）に加え、●建築物の耐震化については大規模事業で計上済の既存分（県有建築物耐震化計画分）に加え、学校施設の耐震の加速化（Ｈ２４～学校施設の耐震の加速化（Ｈ２４～学校施設の耐震の加速化（Ｈ２４～学校施設の耐震の加速化（Ｈ２４～

２６：プラス１２億円２６：プラス１２億円２６：プラス１２億円２６：プラス１２億円/年程度）を見込む。年程度）を見込む。年程度）を見込む。年程度）を見込む。

●ソフト事業については当面被害想定や津波浸水シミュレーション、物資備蓄等の増が見込まれることから●ソフト事業については当面被害想定や津波浸水シミュレーション、物資備蓄等の増が見込まれることから●ソフト事業については当面被害想定や津波浸水シミュレーション、物資備蓄等の増が見込まれることから●ソフト事業については当面被害想定や津波浸水シミュレーション、物資備蓄等の増が見込まれることからＨ２３年度比プラス１億円Ｈ２３年度比プラス１億円Ｈ２３年度比プラス１億円Ｈ２３年度比プラス１億円/
年を南海地震対策行動計画期間（Ｈ２４～２６）に見込む。年を南海地震対策行動計画期間（Ｈ２４～２６）に見込む。年を南海地震対策行動計画期間（Ｈ２４～２６）に見込む。年を南海地震対策行動計画期間（Ｈ２４～２６）に見込む。

■今回の試算は、現時点での一定の前提を置いた粗い見込みであり、南海地震対策の加速化・抜本強化にかかる各年度の経費等につ■今回の試算は、現時点での一定の前提を置いた粗い見込みであり、南海地震対策の加速化・抜本強化にかかる各年度の経費等につ■今回の試算は、現時点での一定の前提を置いた粗い見込みであり、南海地震対策の加速化・抜本強化にかかる各年度の経費等につ■今回の試算は、現時点での一定の前提を置いた粗い見込みであり、南海地震対策の加速化・抜本強化にかかる各年度の経費等につ

いては、対策の見直しに応じて、各年度の予算編成を通じ適切に措置していくことになります。いては、対策の見直しに応じて、各年度の予算編成を通じ適切に措置していくことになります。いては、対策の見直しに応じて、各年度の予算編成を通じ適切に措置していくことになります。いては、対策の見直しに応じて、各年度の予算編成を通じ適切に措置していくことになります。

■また、国の事業が全国的に削減される中にあっても、西日本での連動型巨大地震への対策の必要性を国に対し強く訴えていくことで、■また、国の事業が全国的に削減される中にあっても、西日本での連動型巨大地震への対策の必要性を国に対し強く訴えていくことで、■また、国の事業が全国的に削減される中にあっても、西日本での連動型巨大地震への対策の必要性を国に対し強く訴えていくことで、■また、国の事業が全国的に削減される中にあっても、西日本での連動型巨大地震への対策の必要性を国に対し強く訴えていくことで、

予算の確保を図っていきます。予算の確保を図っていきます。予算の確保を図っていきます。予算の確保を図っていきます。

今回の試算について

（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円） ＨＨＨＨ24 ＨＨＨＨ25 ＨＨＨＨ26 ＨＨＨＨ27 ＨＨＨＨ28 ＨＨＨＨ29

①公共土木施設耐震化（ハード）①公共土木施設耐震化（ハード）①公共土木施設耐震化（ハード）①公共土木施設耐震化（ハード） 3,263 3,263 3,263 3,263 3,263 3,263

②建築物の耐震化（ハード）②建築物の耐震化（ハード）②建築物の耐震化（ハード）②建築物の耐震化（ハード） 1,169 1,169 1,169

③ソフト事業③ソフト事業③ソフト事業③ソフト事業 100 100 100

計計計計 4,532 4,532 4,532 3,263 3,263 3,263
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H23.9推計H23.9推計H23.9推計H23.9推計

　

　　事業費

（一） （債） （他）

10.6 10.6 　

10.6 10.6 H24～29

71.0 10.6 58.6 1.8 　

13.5 2.4 10.0 1.1 H25～27

7.0 0.7 6.3  H24

総合防災情報システム更新

5.0 1.3 3.7 H24

45.5 6.2 38.6 0.7 H24～26

6.5 4.9 1.6

6.5 　 4.9 1.6 H24～25

49.5 31.9 15.5 2.1

21.9 6.1 15.5 0.3 H25～27

13.2 11.4 1.8 H24～25

今後の財政収支の試算（Ｈ２４～２９）で見込む大規模事業調書今後の財政収支の試算（Ｈ２４～２９）で見込む大規模事業調書今後の財政収支の試算（Ｈ２４～２９）で見込む大規模事業調書今後の財政収支の試算（Ｈ２４～２９）で見込む大規模事業調書

部　　　局　　　名 （単位：億円）

事業期間

防災行政無線工事

安芸庁舎

医療センター負担金（精神病棟移転

健康政策部

南海地震対策

（県有建築物耐震化工事）

項　　　　　　　　　目

地域福祉部

療育福祉センター及び中央児童相

談所建替え

全国健康福祉祭（ねんりんピック）開

催経費

総務部

安芸地域県立病院（仮称）の建設に

係る一般会計負担

危機管理部

消防防災ヘリコプター更新新

新

新

14.4 14.4 　 H24～29

79.7 18.7 38.0 23.0

45.9 8.6 14.3 23.0 H24～27

33.8 10.1 23.7 H24～26

96.7 9.6 87.1 　

1.2 0.1 1.1 H24

直轄事業（８の字関連事業）  【拡充】

95.5 9.5 86.0 H24～29

58.0 17.0 24.3 16.7

3.8 0.4 3.2 0.2 Ｈ24

54.2 16.6 21.1 16.5 H24～27

84.8 35.2 38.5 11.1 　

28.8 7.1 16.2 5.5 H24～27

22.6 6.4 11.0 5.2 H24～29

33.4 21.7 11.3 0.4 H24～29

456.8 133.6 266.9 56.3 　

合　　　　　計（Ａ）

※本調書は今後想定される事業の積み上げであり、事業の実施に際しては各年度の当初予算を編成する中で、

事業の緊急性、優先度、県民ニーズ、財政状況などに留意し決定するものである。

南国警察署建設事業費

公安委員会

土木部

新直轄事業

教育委員会

高知東警察署建設事業費

その他庁舎整備費

弓道場建設

県立図書館等整備

医療センター負担金（精神病棟移転

に係る起債償還・運営費）

文化生活部

高知女子大学整備

新資料館



113 

353 
795 1,113 

1,347 
1,547 

1,705 
1,898 2,304 2,758 3,042 3,292 3,541 3,738 3,983 

4,192 4,313

4,590 

5,206 

5,832 

6,367 

6,799 

7,132 
7,243 

7,335 
7,576 

7,838 7,894 7,857 7,828 
7,735 

7,653 

7,865 
8,028 

8,120 
8,198 

8,371 
8,508 

8,688 

8,896 
9,013 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

億億億億

円円円円

県債残高の推移（一般会計）県債残高の推移（一般会計）県債残高の推移（一般会計）県債残高の推移（一般会計）

うち 臨時財政対策債

3,500 
3,747 

4,097 
4,294 

4,590 

5,206 

5,832 

6,367 

6,799 
7,132 7,243 7,222 7,223 

7,042 
6,781 

6,510 
6,281 

6,029 
5,755 

5,561 
5,270 

5,078 
4,906 4,830 4,770 4,705 4,704 4,700

3,500 

3,747 

4,097 

4,294 

4,590 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23推H24推H25推H26推H27推H28推H29推H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23推

計

H24推

計

H25推

計

H26推

計

H27推

計

H28推

計

H29推

計


	H23.9月収支見通し（公表用）.pdf
	H23.9月大規模事業公表用
	起債残高（H23.9月推計）

